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１ 手引の趣旨 
「総合評価落札方式（企業チャレンジ型（試行））の手引」（以下「本手引」という。）は、「総合

評価落札方式（企業チャレンジ型）試行要領」（以下「試行要領」という。）の記載事項に沿って、

総合評価落札方式を実施する場合の運用方法について、一般的な考え方をとりまとめたものです。 

試行要領の大半は「総合評価落札方式（施工能力評価型）実施要領」（以下「能力実施要領」と

いう。）を準用しているため、本手引についても、試行要領と能力実施要領で異なる部分のみを抜

粋して記載しています。 

本手引きに記載のない事項は「総合評価落札方式（施工能力評価型）の手引」の施工能力評価

型を企業チャレンジ型に読替えた上で準用してください。 

 

 
２ 施工能力評価型と異なる箇所 

試行要領の運用において、本手引で新たにとりまとめる箇所と施工能力評価型の手引を準用す

る箇所は下表のようになります。 

３ 企業チャレンジ型とは 
  企業チャレンジ型は施工能力評価型に比べ、適用範囲となる契約予定金額の引下げ及び入札参

実施要領 試行要領

施工能力評価型 企業チャレンジ型

趣旨 第１条 新規

対象工事 第２条 新規
落札者決定基準 第３条 読替え
評価基準 第４条 読替え、一部削除

評価の方法 第５条 -
落札者決定の方法 第６条 -
学識経験者の意見聴取 第７条 -
技術審査会の設置 第８条 読替え
入札参加者への周知 第９条 読替え
技術資料の提出 第１０条 -
技術資料の審査 第１１条 -
落札者の決定通知及び公表 第１２条 -
技術資料の記載内容の担保 第１３条 -
技術資料に関する機密の保持 第１４条 -
その他 第１５条 -

対象工事
別表１

（第２条関係）
-

評価基準
別表２

（第４条関係）
新規

同種工事の施工実績 注１）
工事成績 注２） 注１）一部変更
社会貢献点数 注３）
地域固有の社会貢献活動 注４）
配置予定者の技術力 注５） 注２）
同種工事の施工実績 注６）
工事成績 注７） 注３）一部変更
継続学習（CPD）の取得状況 注８） 注４）
地域精通度（本店所在地） 注９） 注５）
県内企業の下請負人活用状況 注１０） 注６）
新技術・新工法の活用 注１１） 注７）
県内産資材の調達 注１２） 注８）
若手・女性技術者の育成 注１３） 注９）
建設キャリアアップシステム(CCUS)の活用 注１４） 注１０）
ICTの活用 注１５）
当該工事で使用する作業船 注１６）
減点項目 注１７） 注１１）
その他 注１８） 注１２）

③「新規」については、本手引に抜粋して記載する。

内容

①「-」は施工能力評価型と同じ内容であることを示す。

②「読替え」は文中の施工能力評価型を企業チャレンジと読替える。
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加資格要件となる技術・社会貢献評価数値の緩和を行うとともに、受注実績に係る配点を緩和す

ることにより、新規中小企業者や新規分野へ挑戦する地域建設業者の実績等による施工能力を評

価する方式である。 
 
 

４ 運用について 
４－１ 対象工事（試行要領 第２条） 

 
 

① 総合評価落札方式（企業チャレンジ型）を適用する工事は、下記のとおりです。 
契約予定金額 適用工事 備考 

２千万円以上 

２億５千万円未満 
全ての一般土木工事等のうち、難易度の低い工事 試行要領 別表１ 

 

 

４－２ 落札者決定基準（試行要領 第３条） 
  ※施工能力評価型を企業チャレンジ型に読替えた上で準用してください。 

 

 

４－３ 評価基準（試行要領 第４条） 

 
① 入札方式は、制限付き一般競争入札を適用します。（公募型一般競争入札は適用しません。） 

 

 

４－４ 評価の方法（試行要領 第５条） 
４－５ 落札者決定の方法（試行要領 第６条） 
４－６ 学識経験者の意見聴取（試行要領 第７条） 
  ※施工能力評価型を準用してください。 
 
４－７ 技術審査会の設置（試行要領 第８条） 
４－８ 入札参加者への周知（試行要領 第９条） 
  ※施工能力評価型を企業チャレンジ型に読替えた上で準用してください。 

 

４－９ 技術資料の提出（試行要領 第10条） 
４－10 技術資料の審査（試行要領 第11条） 
４－11 落札者の決定通知及び公表（試行要領 第12条） 
４－12 技術資料の記載内容の担保（試行要領 第13条） 
４－13 技術資料に関する機密の保持（試行要領 第14条） 
 

（対象工事） 

第２条 総合評価落札方式（企業チャレンジ型）によって入札を行う工事は、契約予定金額２千万

円以上２億５千万円未満の土木工事のうち、原則として別表１「対象工事」に定める工事で難易

度の低い工事を対象とする。 

（評価基準） 
第４条 総合評価落札方式（企業チャレンジ型）は、制限付き一般競争入札の入札方式によって実施

することとし、別表２「評価基準（企業チャレンジ型）」に定める評価基準を適用する。 
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４－14 その他（試行要領 第15条） 
４－15 専任補助者の配置（試行要領 別表２） 
４－16 新技術・新工法の活用（試行要領 別表２） 
４－17 県内産品の使用（試行要領 別表２） 
  ※施工能力評価型を準用してください。 

 

 

５ 技術資料に関する注意点 
試行要領に示す各評価項目について、技術資料の作成に当たっての注意点は、次のとおりです。 

 なお、各型式の技術資料の様式番号については、下表のように対応します。 

 
 
５－１ 企業の施工能力 

評価区分「企業の施工能力」は、企業チャレンジ型は工事成績のみを評価します。評価項目、配

点及び評価方法は次のとおりです。 
 

 
５－１－２ 工事成績 

(1) 評価項目の要点 

① 入札参加者が申告する工事１件あたりの工事成績に対して点数を付与し、企業チャレンジ

型は最大１件まで加点します。 

  ※その他の事項は施工能力評価型を準用してください。 

 
 
 
 
 

評価区分 評価項目 配点 評価方法 

企業の 
施工能力 

工事成績 
（５－１－２） 

２点 

申告する工事件数に応じて、右欄の点数を加算する。 
工事１件 
当たりの 
得点 
（１件） 

８０点以上 ２．００点／件 

７０点以上 ８０点未満 １．００点／件 

７０点未満、該当工事なし ０．００点／件 

合計 ２点  

評価区分 評価項目 施工能力評価型 企業チャレンジ型

様式１号 様式１号
様式２号 様式２号

同種工事の施工実績 様式３号
工事成績 様式４号 様式３号
社会貢献点数 様式５号
地域固有の社会貢献活動 様式６号
同種工事の施工実績 様式７号
工事成績 様式８号 様式４号
継続学習（CPD）の取得状況 様式９号 様式５号
地域精通度（本店所在地）
県内企業の下請負人活用状況
新技術・新工法の活用
県内産資材の調達
若手・女性技術者の育成 様式11号 様式７号
建設キャリアアップシステム(CCUS)の活用 様式10号 様式６号
ICTの活用 様式13号
当該工事で使用する作業船 様式14号

減点 減点項目 様式12号 様式８号

様式６号

入札価格が調査基準価格未満であった場合の追加資料の提出意思 施工体制確認型様式１号

表紙
自己評価申告書

企業の施工能力

配置予定者の技術力

地域建設業者の育成

様式10号
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５－２ 配置予定技術者の技術力 
評価区分「配置予定技術者の技術力」は、当該工事において配置予定技術者が保有する技術力

を評価します。評価項目、配点及び評価方法は次のとおりです。 

 
５－２－２ 工事成績 

(1) 評価項目の要点 

① 入札参加者が申告する工事１件あたりの工事成績に対して点数を付与し、最大１件まで加点します。 

  ※その他の事項は施工能力評価型を準用してください。 

 

５－２－３ 継続学習（ＣＰＤ）の取得状況 

  ※施工能力評価型を準用してください。 

 

 

５－３ 地域建設業者の育成  
評価区分「地域建設業者の育成」は、評価項目欄に示す地域建設業者の育成につながる取組等

について、当該工事における取組の有無を申告によって評価します。評価項目、配点及び評価方

法は次のとおりです。 
評価区分 評価項目 配点 評価方法 

地域 

建設業者

の育成 

地域精通度 

（本店所在地） 

（５－３－１） 

１点 
本店の所在地が指定地域内にある。 １点 

本店の所在地が指定地域内にない。 ０点 

県内企業の下請負人 

活用状況 

（５－３－２） 

１点 

下請負人の全てを県内企業とする、又は元

請負人が県内企業であり自社施工する。 １点 

上記に該当しない。 ０点 

新技術・新工法の活用 

（５－３－３） 
１点 

当該工事において適用する。 １点 

当該工事において適用しない。 ０点 

県内産品の使用 

（５－３－４） 
１点 

当該工事において適用する。 １点 

当該工事において適用しない。 ０点 

若手・女性技術者の

育成（５－３－５） 
１点 

当該工事において適用する。 １点 

当該工事において適用しない。 ０点 

建設キャリアアップ
システム(CCUS)の活
用 
（５－３－６） 

１点 

ＣＣＵＳに事業者登録済 １点 

ＣＣＵＳに事業者未登録 ０点 

合計  ６点   

 

評価区分 評価項目 配点 評価方法 

配置予定 
技術者の 
技術力 

工事成績 
（５－２－２） 

２点 

申告する工事件数に応じて、右欄の点数を加算する。 

 
工事１件 
当たりの 
得点 
①②③ 
あわせて 
１件 

 

① 主任（監理）技術者又は専任補助者として従事し
た工事 

 
８０点以上 ２．００点／件 
７０点以上 ８０点未満 １．００点／件 

② 現場代理人（専任補助者を除く。）として従事した
工事 

 
８０点以上 １．００点／件 
７０点以上 ８０点未満 ０．５０点／件 

③ 従事役職を問わず、 
７０点未満、該当工事なし 

０．００点／件 

継続学習（ＣＰＤ）の 
取得状況  
（５－２－３） 

１点 
推奨単位以上の取得実績がある。 １点 

推奨単位以上の取得実績がない。 ０点 

合計 ３点  
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５－３－１ 地域精通度（本店所在地） 

５－３－２ 県内企業の下請負人活用状況 

５－３－３ 新技術・新工法の活用 

５－３－４ 県内産品の使用 

５－３－５ 若手・女性技術者の育成 
５－３－６ 建設キャリアアップシステム(CCUS)の活用 

  ※施工能力評価型を準用してください。 
 

 

５－４ 減点  
評価区分「減点」は、兵庫県が発注した土木請負工事における総合評価落札方式の工事におけ

る、技術資料の記載内容に対する不履行の実績によって評価します。評価項目、配点及び評価方

法は次のとおりです。 

 
５－４－１ 減点項目 

  ※施工能力評価型を準用してください。 

評価区分 評価項目 配点 評価方法 

減点 
減点項目 
（５－４－１） 

－６点 
技術資料の記載内容の 
不履行項目数（１年間通
算） 

不履行なし ０点 
１項目 －２点 
２項目 ―４点 
３項目以上 ―６点 

合計  －６点    


